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ABSTRACT: The employment statistics on persons with disabilities published by the Japanese Ministry of Health, 

Labor and Welfare includes the number of employed, an indicator of the employment situation, but not the 

employee turnover rate which indicates whether employees with disabilities maintain their employment. The 

authors thus attempt to estimate the employee turnover rate for persons with disabilities. The authors employ an 

original method using data on the annual number of employees with disabilities, its increase relative to the 

previous year, and the number of hirings. The result shows that, based on a comparison with persons with physical 

disabilities and those with intellectual disabilities, the employee turnover rate for persons with mental disabilities 

is significantly high. It is considered that the employee turnover rate is important data for understanding whether 

persons with mental disabilities maintain their employment. 
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要旨：厚生労働省が公表する障がい者の就業統計には,就業状況を示す就職件数は公表されているが,入職した障がい者が

定着しているかどうかの指標となる離職率は公表されていない．そこで筆者らは,独自の方法として，厚生労働省が公表

している「障がい者の年間の就職者数」,「対前年度増加数」,「入職件数」を活用し，障がい者の離職率の推定を試みた．

その結果,身体障がい者,知的障がい者との比較から精神障がい者の離職率が有意に高いことを認めた．今後，精神障がい

者が定着しているかどうかを知る手がかりとして離職率は重要なデータになると考えられた． 

 

キーワード：離職率 精神障がい者 労働市場 
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はじめに 

日本の厚生労働省は,精神障がい者の入職状況

を公表しており「精神障がい者の就職件数は増加

の傾向にあり,ここ数年は精神障がい者の伸びが

著しい」と報告している 1)．筆者は,背景にはハロ

ーワークを中心とした職業紹介機能が強化され

てきていることや企業の障がい者雇用に関する

理解が深まってきたためと考える．また 2006 年

から導入された精神障がい者に対する法定雇用

率に基づく障害者雇用納付金制度 (Levy and 

Grant System for Employing Persons with 

Disabilities)2)が適用されたことも強く影響して

いると考えている．現時点における精神障がい者

の就職件数は,身体障がい者,知的障がい者に比較

してまだ少数であるが,今後一層拡大することが

予測される． 

しかし厚生労働省はいったん入職した精神障

がい者が定着しているかどうかの指標となる離

職率については公表していない．筆者は,精神障が

い者の就職率が拡大することは望ましいことで

あるが,もしも離職率も拡大しているのであれば

労働市場全体あるいは企業全体における精神障

がい者数は変わらないことになり,制度の導入を

含めた離職対策が必要になると考えている． 

本稿では,最近の 10 年間において日本の厚生労

働省が公表する既存の障がい者の就業統計を活

用し,精神障がい者の離職率と入職率が示す問題，

離職予防対策の必要性について述べる． 

 

 

対象と方法 

障がい者の離職率の統計が国内外に公表されてい

ないことから，独自の算出方法を考案して障がい者

の離職率を推定した．離職率を算出するためのデー

タは，ハローワークが公表している「年間の就職者

数」「年間就職者数の対前年度増加数」「年度毎の就

職件数」である．このデータを活用して身体障がい

者,知的障がい者,精神障がい者ごとに離職率を算出

した．ここでいう障がい者とは身体障害者手帳，療

育手帳，精神障害者保健福祉手帳を所有している者

である． 

 

 

障がい者の離職率の計算方法及び分析方法 

離職率の計算方法は，行政機関や事業所によって

異なっているのが実際であり，そもそも法的に決ま

った方法は無いため，本稿では一年間に退社した社

員の，期初における在籍社員に対する割合と定義し，

「年間の離職率＝年間の離職者数／年間の就職者

数」を用いて計算することとした．計算に使用した

具体的な就職統計は厚生労働省職業安定業務統計か

ら，①「毎年 3 月末日時点において国内に就職中で

ある障がい者数（以下，年間の就職者数とする），②

「前年の 4 月 1 日から翌年の 3 月末日までの一年間

に就職した障がい者の入職件数（以下，入職件数を

入職者数として扱い，年度ごとの入職者数とする）

及び③「年度ごとの入職者数を対前年度に比較して

増加した障がい者数（以下，対前年度増加者数とす

る）」である． 

離職率の計算は，既述した通り「年間の離職率＝

年間の離職者数／年間の就職者数」によって求める

が，分母にあたる「年間の就職者数」は既存のデー

タから分かっているものの，分子にあたる「年間の

離職者数」は不明である．そこで筆者らは，その求

める年間の離職者数は「年間の離職者数＝年度ごと

の入職者数－対前年度増加数」で求められると考え

た．つまり「年間の就職者数」を「N」，「対前年度

増加者数」を「ΔN」，「年度ごとの入職者数」を「E」

とし，求める「年間の離職者数」を「L」とすると，

年間の離職率 L／N＝E／N－ΔN／N で求めた．  

上記の方法で身体障がい者,知的障がい者,精神障が

い者の離職率と入職率を算出し，統計解析は，

Kruskal-Wallis 検定と scheffe による多重比較検定

を用いた．危険率は 5％未満を有意と判定した．統

計解析には Excel 統計 2010 を使用した． 

 

結果 

身体障がい者,知的障がい者及び精神障がい者の

離職率の算出のために使用したデータと離職率の結

果を表に示す．表の見方は,例えば 2011 年の精神障

がい者の場合でみると,年間の就職者数が 28,700 名

で,年度ごとの入職者数が 18,845 名で,対前年度増加

者数が 6,244 名となっている．このデータを使用し

て離職率を算出する．まず入職率は「年間の就職者」 
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Table : Calculation Result for the Employment Turnover Rate for Persons with Disabilities 

                 Persons with physical disabilities 

Annual number     Number of   Increase relative    Hiring rate      Rate of increase    Turnover rate 

of employees      hirings    to previous year      

       （N）        （E）      （ΔＮ）        ①(Ｅ/Ｎ×100)     ②(ΔＮ/Ｎ×100)      ①-② 

2001      200336      18299 

2002      196383      19104      －3953            10              －2            12 

2003      194614      22011      －1769            11              －1            12 

2004      195905      22992        1291            12                1            11 

2005      194342      23834      －1563            12              －1            13 

2006      193324      25409      －1018            13              －1            14 

2007      194760      24535        1436            13                1            12 

2008   199619      22623        4859            11                2             9 

2009      197633      22172      －1986        11        －1            12 

2010      200476      24241        2843            12                1            11 

2011      205356      24864        4880            12                2            10 

Persons with intellectual disabilities 

2001      91679        7069         

2002      90542        7269      －1137             8              －1             9 

2003      91300        8249         758             9                1             8 

2004      92555        9102        1255            10                1             9 

2005      93253       10154         698            11                1            10 

2006      95447       11441        2194            12                2            10 

2007      98478       12186        3031            12                3             9 

2008     102990       11889        4512            12                4             8 

2009     106500       11440        3510            11                3             8 

2010     109441       13164        3941            12                3             9 

2011     115193       14327        5752            12                5             7 

Persons with mental disabilities 

2001       5123        1629          

2002       5427        1890         304            35                6            29 

2003       5985        2493         556            42                9            33 

2004       6616        3592         631            54               10            44 

2005       7653        4665        1037            61               14            47 

2006       9136        6739        1483            74               16            58 

2007      11524        8479        2388            74               21            53 

  2008      15113        9456        3589            63               24            39 

2009      18629       10929        3516            59               19            40 

2010      22456       14555        3827            65               17            48 

  2011      28700       18845        6244            66               22            44 
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に対する「年度ごとの入職者数」の割合（18,845／

28,700×100）であり,66％となる．増加率は,「年間

の就職者数」に対する「対前年度増加者数」の割合

（6,244／28,700×100）であり,22％となる．離職率

は入職率と増加率の差（66％－22％）と考えられる

ので離職率は 44％となる．同様の方法で身体障がい

者,知的障がい者について計算した．最近の 10 年間

の離職率の平均では,身体障がい者では 12％であり,

知的障がい者では 9％であり ,精神障がい者では

44％であった．一方 ,入職率は身体障がい者では

12％であり,知的障がい者では 11％であり,精神障が

い者では 59％であった． 

図１は計算した身体障がい者,知的障がい者,精神 

障がい者の離職率の結果をグラフにしたものである． 

 

グラフは上から精神障がい者,身体障がい者,知的障

がい者の推移を表している． 

次に算出した身体障がい者,知的障がい者,精神障

がい者の離職率について分散分析及び多重比較を実

施し,精神障がい者と身体障がい者間(p=0.028),精神

障がい者と知的障がい者間(p＜0.001)において有意

差を認めた．身体障がい者と知的障がい者間には有

意差を認めなかった（図 2）．  

入職率も同様に身体障がい者,知的障がい者,精神

障がい者間で多重比較を行い精神障がい者と身体障

がい者間(p=0.002),精神障がい者と知的障がい者間

(p＜0.001)において有意差を認めた．身体障がい者

と知的障がい者間には有意差を認めなかった． 

 

 

 

 

 

      Figure 1: Turnover Rates for Persons with Disabilities by Year 
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Figure 2: Multiple Comparisons of Turnover Rates for Persons with Disabilities 

          

  

考察 

今回明らかになった精神障がい者の年間の平均離

職率 44％は,ある年を基準にして約 2 年半後には働

いている全ての精神障がい者が入れ替わるほどの数

値である．この結果を非障がい者のデータと比較し

てみると，非障がい者の離職率は 2000 年以降では

10%以上から 20%未満の間で推移しているので 3）,

精神障がい者の離職率は非障がい者の離職率の約３

倍程度と高いことがわかる． 

 

精神障がい者の離職について 

精神障がい者の離職率に関する研究は見当たらな

いが,勤続期間,離職理由に関するものがある．勤続

期間については,国内では，ハローワークを通して就

職した精神障がい者908人に対する調査があり,入職

して１年後には６割が同一事業所を離職していたこ

とが報告され3)．精神障がい者の同一企業への勤続

期間は短期間であると述べている報告がある4)-6) ．

また，離職理由については,仕事への適応能力,精神

症状の程度,仕事に対する満足度など，その要因が多

岐にわたることが報告されている7)-10)．以上のよう

に精神障がい者の就業は,同一企業への勤続期間が

短いことや離職理由などの実態が明らかとなってい

る．しかし，離職の理由などの実態が明らかとなっ

ても精神障がい者の離職を抑制することは簡単では

ない．身体障がい者や知的障がい者に対して実施さ

れている，入職前の職業評価や職業訓練などの職業

リハビリテーションは，精神障がい者に対して定着

には効果的ではないと述べる報告がある11)12)．つま

り精神障がい者の場合には,入職前に訓練を行って

も，入職後にもその都度，病状や本人の意見,ニーズ

に対して柔軟なかかわりが必要となるため，職業訓

練プログラムを積み上げていくことが困難であると

述べられているのである13)． 

こうした困難に対して,精神障がい者の職場定着

を 目 的 と し た 援 助 つ き 雇 用 （ supported 

employment）の導入が行われている．援助つき雇

用の有用性は,就業上の障害に対して主として人的

支援によって補うやり方であり,環境を整えること

で障害のある人でも働くことを可能にする援助であ

る．その効果については,先に述べた従来の職業リハ

ビリテーションよりは，入職後の就業継続に有効で

あることが報告されている 14)-16) ． 

しかし,援助つき雇用を実施した身体障がい者,知

的障がい者,精神障がい者に対する効果について,日

Persons with           Persons with       Persons with
Physical                 intellectual           mental
Disabilities              disabilities disabilities

60 

 

50 

 

40 

 

30 

 

20 

 

10 

 

0 

 

(%) 



保健医療学雑誌 5 (1) 

20 

 

本では1年後の定着率は平均81.9%と良好であった

が,精神障がい者の定着率は身体障がい者，知的障が

い者と比較して有意に低かったと報告されている17)．

国内外の報告から援助つき雇用については，精神障

がい者が長期的に定着するためには困難は多いと述

べられている18)19)．日本の場合において，筆者はジ

ョブコーチによる支援が2カ月～4カ月間であり,永

続的な支援ではないことが精神障がい者の定着に結

び付かない理由の一つであると考えている． 

以上のように,精神障がい者の離職の現状をまと

めると，離職率が高い理由の一つは，離職理由が多

岐にわたっているため離職を抑制する対策が不十分

であると推察される．現状のままでは精神障がい者

の定着は今後いっそう困難となることが予測され，

その結果，精神障がい者にとっても事業主にとって

も不利益となり，今後大きな社会問題に発展する可

能性があると考えられる．離職率はその定着の程度

を知る重要な指標であり，今後の推移を見守ってい

く必要がある．また非障がい者に対する離職率の統

計が，個人の属性や景気循環との関係について分析

されているように20），障がい者についても離職率に

及ぼす影響の分析が行うことで，今後早急に新たな

支援方法を考案する必要がある． 

 

精神障がい者の入職率について 

精神障がい者の入職率は，離職率の結果と同様に，

他の障がい者と比べて有意に高かった．冒頭で述べ

たようにハローワークを中心とした職業紹介機能が

強化されてきていることや企業の障がい者雇用に関

する理解が深まってきたためと考えられ，精神障が

い者に対する法定雇用率に基づく障害者雇用納付金

制度が適用されたことも強く影響していると考えて

いる． 

この制度は, 政府が定めた法定雇用率に満たない

企業には,その不足人数分に対して政府は企業から

納付金を徴収し,その一方では，法定雇用率を超える

人数を雇用している企業には,その超過人数分に対

して，政府は調整金または報奨金を支給する仕組み

になっている21)．したがって，この制度は，企業に

とって雇用しなければならない障がい者の雇用量を

義務付けるものであるが，一人一人の障がい者の定

着を促進させることについては有効ではないと考え

られる． 

なお，日本においてこの制度が導入されたのは，

身体障がい者については1976年から，知的障がい者

については1997年からであり企業に雇用される障

がい者は増加してきている．しかし精神障がい者に

対してこの制度の導入は，2013年からであるので，

今後この制度の精神障がい者への適用が入職率の拡

大に及ぼす影響について検証を行いたいと考えてい

る． 

 

おわりに 

本稿において，筆者らは国内外に公表されていな

い障がい者の離職率を独自の方法で算出した．その

結果,精神障がい者の離職率は有意に高く，早急な対

策が必要であり喫緊の課題であると考えられた．離

職率に関連する文献検索からは，離職要因調査は行

われているが有効な離職を抑制する制度の構築には

至っていないことが明らかとなった． 

今後の課題として，筆者らは1つのアイデアとし

て離職要因を勤続年数ごとや，あるいは地域ごとに

分けて調査し，詳細に離職要因を調査し，早期に離

職を抑制させる制度の構築につなげたいと考えてい

る． 
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